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（１）退職理由別退職者数

常勤の一般職国家公務員（日本郵政公社職員を除く）の退職理由別退職者数

退職理由
平成1５年度 平成1６年度 平成17年度
退職者数 退職者数 退職者数

計 26,148 17,003 16,413

定年 7,064 4,846 4,026

勧奨 5,873 4,213 4,199

自己都合 10,275 6,363 6,711

その他 2,936 1,581 1,477

　注）　「その他」には、死亡等による退職者が含まれ、地方公務員等となった者等の退職手当が
　　　支給されない者が除かれている。

  出典：「第１回公務員制度の総合的な改革に関する懇談会（平成19年7月24日）」資料

（２）新規採用者数及び在職者数
常勤の一般職国家公務員（日本郵政公社職員を除く）の新規採用者数及び在職者数

平成1５年度 平成1６年度 平成17年度

新規採用者数 22,681 16,255 16,062

在職者数 510,548 378,466 375,331

　注）１  「新規採用者数」には地方公共団体等との人事交流によるいわゆる復帰による採用は含まない。

　　　２  「新規採用者数」には、フルタイムの再任用職員の採用を含む。

　　　３  任期付職員及び任期付研究員を含まない。

    出典：人事院

（３）再任用者数

一般職国家公務員（日本郵政公社職員を除く）の再任用者数

平成1５年度 平成1６年度 平成17年度

再任用 626 693 1,145

フルタイム勤務 427 385 557

短時間勤務 199 308 588

出典：人事院

国家公務員の退職者数については、平成17年度は全体16,413
人のうち、定年が4,026人、勧奨が4,199人とほぼ同程度の人数
となっている。
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